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１ 趣旨 

東大阪市中学生の塾代助成事業は、将来的な貧困の連鎖を断ち切るため、家庭の経済的事情に

より子どもの将来が制約されることがないよう、生活に困窮する世帯の中学生が学習塾や文化・スポ

ーツ教室等に通うにあたり、費用の一部を助成することにより、多様な学びと経験の機会を確保し、

貧困による教育や経験の格差を解消することを目的としている。 

 本事業は、上記目的を踏まえ、当該業務に関する知見及び実績を有する事業者への業務委託によ

り実施する。優先交渉権者の選定に当たっては、本業務が価格のみによる競争に適さず、事業者の

企画力、専門性及び業務遂行能力等を総合的に評価する必要があることから、透明性・公正性・客

観性・競争性を確保するため、公募型プロポーザル方式により行うものとする。 

最も適切な者を当該業務の優先交渉権者として選定するため、本実施要領において、企画提案募

集に関する必要な事項を次のとおり定める。なお、この要領において東大阪市を「市」という。 

 

２ 業務委託契約の概要 

（１） 業務名                                                                                      

東大阪市中学生の塾代助成事業業務 

（２） 業務内容                                                                           

別紙「【資料１】東大阪市中学生の塾代助成事業業務委託仕様書」のとおり 

（３） 履行期間                                                                                   

契約締結日から令和１１年３月３１日まで  

（４） 委託契約金額の上限額                                                                      

９３，０００，０００円以内（消費税及び地方消費税を含む。）とする。 

【年度別上限額】 

①令和８年度 ２１，０００，０００円(消費税及び地方消費税を含む。) 

②令和９年度 ３６，０００，０００円(消費税及び地方消費税を含む。) 

③令和１０年度 ３６，０００，０００円(消費税及び地方消費税を含む。) 

（５） 履行場所                                                                                

東大阪市内又は東大阪市が指定若しくは承認する場所（東大阪市外を含む。） 

 

３ 参加資格 

（１） 参加要件                                                                                    

本業務の提案に参加を希望する者は、参加表明書提出日時点で次の参加要件を全て満たして 

いること。 

① 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者であること。 

② 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て中又は更生手続中で

ないこと。 
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③ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立て中又は再生手続中で

ないこと。 

④ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）の規定による破産手続開始の申立て又は破産手続開始決定

がなされていないこと。 

⑤ 国税（消費税及び地方消費税を含む）及び地方税の滞納がないこと。 

⑥ 東大阪市入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置を受けていないこと。   

⑦ 東大阪市暴力団排除条例（平成２４年東大阪市条例第２号）第２条第１項第１号に規定する暴力

団、同条第２号に規定するその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）又は同条第３号に

規定する暴力団密接関係者若しくは、暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しないもの

の統制下にある団体でないこと。 

⑧ プライバシーマークの付与認定又はＩＳＭＳ認証を有していること。 

（２） 共同事業体による参加                                                                         

共同事業体としてプロポーザルに参加する場合、共同事業体の代表団体及びその他すべての構 

成団体が（１）①から⑧の要件の全てを満たしていなければならない。また、共同事業体の構成団体

が単体または他の共同事業体の構成団体として、当該プロポーザルの参加表明を行っていないこと

も参加資格要件とする。 

 

４ 公募手続き    

（１） 公募スケジュール                                                           

 

番号 項目 日程 

1 公募開始（実施要領の公表） 令和８年８月１８日（火）午前９時から 

2 参加表明書の提出 
令和８年８月１８日（火）午前９時から 

令和８年９月７日（月）午後５時まで 

3 質問書受付 
令和８年８月１８日（火）午前９時から 

令和８年８月２６日（水）午後５時まで 

4 質問回答 令和８年９月１日（火）まで随時更新 

5 参加資格の審査及び通知 令和８年９月１０日（木）まで 

6 企画提案書の提出 
令和８年９月１１日（金）午前９時から 

令和８年９月２５日（金）午後５時まで 

7 プレゼンテーション実施 令和８年１０月５日（月） 

8 選定結果通知 令和８年１０月上旬 
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（２） 事務局                                                                                     

東大阪市 生活支援部 生活福祉室 生活支援課  

【住所】   東大阪市荒本北１丁目１番１号 東大阪市役所本庁舎８階 

【電話】   ０６－４３０９－３１８２ 

【e-mail】 seikatsushien@city.higashiosaka.lg.jp 

（３） 実施要領等の配布                                                                                      

配付期間：令和８年８月１８日（火）午前９時から令和８年９月７日（月）午後５時まで 

配付方法：市ウェブサイトに掲載するものとし、掲載資料をダウンロードにより入手すること。 

（４） 参加表明書の提出                                                                           

① 提出書類                                                                               

《必須提出書類 番号１から８（※次ページに注意事項があるため確認のこと）》 

（共同事業体で参加表明する場合は、次ページの追加提出書類と共同事業体で参加表明を行う際

の注意事項も確認のこと。） 

番号 提出書類名 

1 【様式第１号】参加表明書 （代表者印を押印すること） 

2 【様式第２号】事業者概要書 （押印不要） 

3 
事業者の概要、経歴・沿革、従業員数、資本金、所在地、業務内容等が確認できるもの（パン

フレット等も可） 

4 
「３参加資格（１）⑧」におけるプライバシーマークの付与認定又はＩＳＭＳ認証を有しているこ

とを証する書類 

5※ 法人の登記事項証明書（現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書） 

6※ 
【納税証明書（国税）】 

法人税、消費税及び地方消費税の納税証明書（様式その３の３） 

7※ 
【納税証明書（都道府県民税）】 

法人事業税、法人都道府県民税の納税証明書 

8※ 

【納税証明書（市町村税）】 

東大阪市内事業者 

東大阪市役所本庁舎納税課で発行する納税証明書（滞納がない証明） 

東大阪市外事業者 

下記①又は②のどちらか一方を提出（①の発行ができない場合に②を提出すること） 

① 納税証明書（滞納がない証明書） 

② 納税証明書（法人市町村民税・土地家屋にかかる固定資産税及び都市計画税・  

償却資産にかかる固定資産税） 
 

 

mailto:seikatsushien@city.higashiosaka.lg.jp
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※参加要件（１）①から④及び⑦については、参加表明書の提出をもって要件を満たしていること

として確認する。なお、市が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがある。 

※番号５から８は参加表明書提出日前３か月以内に発行されたものとする。写し可。 

※本市の本年度入札参加有資格者名簿に登載されている者である場合、番号５から８の書類 

提出は省略可能。 

 

《共同事業体が参加表明を行う場合は上記必須書類に加えて下記の番号９・１０も提出》 

 

《共同事業体で参加表明を行う際の注意事項》 

 番号１【様式第１号】参加表明書について 

  「参加者名」は共同事業体名称とし、その他の項目は代表団体について記載すること。代表者 

印は代表団体の代表者印を押印すること。 

 提出書類について 

 ・番号２、３、４、５、６、７、８については、代表団体及びその他すべての構成団体について提出す 

ること。 

 ・番号９及び１０については、代表団体及びその他すべての構成団体の代表者による記名押印が 

あること。 

② 提出方法                                                                                   

事務局へ持参により提出すること。 

※持参日時については、開庁日の午前９時から午後５時３０分までの間で、事前に事務局と電 

話による調整を行うこと。 

③ 提出期限                                                                               

令和８年９月７日（月）午後５時 

④ 参加要件の確認及び通知                                                                    

参加要件の確認結果は、令和８年９月１０日（木）までに電子メールにより通知する。通知を受領 

した場合は、受領確認の電子メールを翌開庁日までに事務局に返信すること。 

 

（５） 質問の受付及び回答                                                                           

① 質問方法                                                                               

質問がある場合は、様式第９号「質問書」に記入し、令和８年８月２６日（水）午後５時までに、事 

務局へメールにより提出すること。メールの件名は、【塾代助成プロポーザル質問書（法人名）】 

番号 提出書類名 

9 【様式第３号】共同事業体届出書兼委任状  

10 【様式第４号】共同事業体協定書  
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とすること。提出後は、事務局へ電話にて受信確認を行うこと。 

  ※共同事業体が質問を行う場合、質問書の法人名を共同事業体名称に置き換えること。 

  ※質問書の記入スペースが不足する場合は、適宜追加すること。 

  ※電話、FAX、窓口訪問による口頭での質問は受け付けない。 

② 回答方法                                                                                

質問に対する回答は、令和８年９月１日（火）午後５時３０分までの間に、随時、市のウェブサイトに 

掲載する。（「実施要領」・「仕様書」等の掲載場所に同じ。） 

なお、質問の回答掲載について、事務局から質問者に対して連絡は行わない。 

 

（６） 企画提案書の提出                                                                 

① 提出書類                                                                       

次の番号１から５の書類を提出するものとする（紙媒体のみ）。 

番号 提出書類名 

1 【様式第５号】企画提案書（鑑）                              【正本１部】 

2 企画提案書（任意様式）                           【正本１部 副本６部】 

3 【様式第６号】人員配置計画表                       【正本１部 副本６部】 

4 【様式第７号】地方公共団体等における類似の業務実績申出書  【正本１部 副本６部】 

5 【様式第８号】見積書及び年度ごとの見積内訳が分かる資料    【正本１部 副本６部】 

 

（ア）企画提案書は、正本及び副本を作成すること。正本と副本は、下記のものをいう。 

正本 →【様式第 5 号】企画提案書（鑑）に法人代表者印を押印し、①の番号 1～５を製本した

もの。 

副本 →提案事業者を直接特定できる情報を被覆し、①の番号 2～５に表紙を付して製本した

もの。（副本の表紙の作成方法は、別添「【資料３】企画提案書作成要領」を参照のこ

と。） 

（イ）副本には、提案事業者名（共同事業体の場合は共同事業体名を含む。）、代表者名、所在地、ロ 

ゴマークその他提案事業者を直接特定できる情報を記載しないこと。また、提案事業者を特定で

きる記載（事業従事者名等）がある場合は、被覆（黒塗り、白塗りその他判読できない方法によ

る。）すること。この場合において、様式第８号の副本については、所在地、名称、代表者名、共同

事業体名称その他提案事業者を特定できる情報を削除又は被覆すること。 

  なお、様式第７号で業務実績として記載する発注機関名、業務名その他業務内容に関する記載 

については、この限りでない。 

（ウ）共同事業体が企画提案書を提出する場合、様式第５号「企画提案書（鑑）」の（提出者）欄に共 

同事業体名称を追記し、代表団体の事務所の所在地、名称、代表者名を記載し、代表団体の代

表者印を押印すること。 
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（エ）作成にあたっては、別添「【資料３】企画提案書作成要領」を必ず参照し、内容を遵守すること。 

② 見積書の作成に係る留意事項                                                            

（ア）消費税及び地方消費税については１０％にて計算のうえ、令和８年度～令和１０年度の各年

度分の消費税額及び地方消費税額を含む見積金額が、本実施要領２(4)に記載する基準

を満たすようにすること。 

（イ）共同事業体の場合、様式第８号「見積書」に共同事業体名称を追記すること。 

（ウ）参考資料として年度ごとの見積内訳が分かる資料を添付すること。資料の様式は任意だが、消

費税額及び地方消費税額を含む金額と含まない金額が分かるものとすること。 

（エ）見積金額には、本業務の履行に必要な一切の経費を含むこと。なお、見積金額の算定に当たっ

ては、契約期間中に見込まれる人件費、物価及び諸経費の変動等を考慮すること。 

③ 提出部数                                                                                      

正本（要押印） １部 

副本       ６部 

④ 提出方法                                                                             

事務局へ持参により提出すること。 

  ※持参日時については、開庁日の午前９時から午後５時３０分までの間で、事前に事務局と電 

話による調整を行うこと。 

⑤ 提出期間                                                                                 

令和８年９月１１日（金）午前９時から令和８年９月２５日（金）午後５時まで 

 

（７） 企画提案書に基づくプレゼンテーション                                                                           

① 実施日                                                                                    

  令和８年１０月５日（月） 

② 実施時間及び会場                                                                                        

東大阪市役所内にて実施する。詳細な実施時間及び会場については、令和８年９月２８日（月） 

以降に、提案事業者へ電子メールにより個別に通知する。 

通知を受領した場合は、受領確認の電子メールを翌開庁日までに市に送信すること。 

③ 出席者                                                                               

 ３名以内とする。 

ただし、４者以上で構成される共同事業体の場合は、その構成団体の数を出席者数の上限とす 

る。なお、出席者には、受託後に本事業の管理・運営に直接携わる予定の者を含めること。 

④ 時間配分                                                                           

  １提案事業者当たり４０分以内 

（プレゼンテーション ２０分以内、質疑応答 ２０分以内）   
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⑤ プレゼンテーションの実施方法                                                                    

プレゼンテーションは、事前に提出した企画提案書のみを用いて実施すること。 

プロジェクター、パソコンその他の電子機器を用いた説明は認めない。 

なお、当日の企画提案書の配布は不要とする。プレゼンテーションの審査は、提出済みの企画提案

書の副本を用いて行う。 

⑥ 留意事項                                                                                     

（ア）プレゼンテーションの順番は、企画提案書の受付順とする。 

（イ）プレゼンテーションにあたっては、企画提案書の該当ページを明示しながら行うこととし、審査員

が該当箇所を容易に確認できるよう配慮すること。 

（ウ）プレゼンテーションにおいて、提案事業者名その他提案事業者を特定できる情報の発言及び表

示を禁止する。また、提案事業者を特定できる名札、バッジ等の着用を禁止する。  

（エ）指定した開始時刻までに実施会場への到着がなく、かつ、市への連絡がない場合は失格とす

る。 

 

５ 審査 

（１） 優先交渉権者の選定方法                                                             

提案事業者から提出された企画提案書及びプレゼンテーションの内容を、東大阪市中学生の塾代

助成事業にかかる事業者選定委員会の各委員が、別紙「【資料２】評価項目配点表」に基づき採点す

る。なお、客観評価項目については事務局が採点する。 

「【資料２】評価項目配点表」においては、仕様書等の業務を適切に履行するために必要な内容が

提案されている場合の点数を「標準点」として設定している。採点に当たっては、提案内容が標準点

を上回る場合は加点し、下回る場合は減点して評価を行う。 

各委員の採点及び客観評価項目の事務局の採点を合計した点数を総合得点とし、総合得点が最

も高く、かつ（３）の規定による最低基準を上回る提案事業者を優先交渉権者として選定する。 

なお、提案事業者が１者であっても審査を実施するが、（３）の規定による最低基準に満たない場合

は優先交渉権者として選定しない。 

（２） 総合得点の最高点が同点となった場合の取扱い                                                     

総合得点の最高点が同点となった場合は、次の方法により優先交渉権者を決定する。 

① 「【資料２】評価項目配点表」の「４業務内容」の委員合計得点が高い者を上位とする。 

② ①で順位が決まらないときは、選定委員会の議決により決定するものとする。 

（３） 最低基準について                                                                             

総合得点について、次のとおり最低基準を設ける。 

総合得点が、総配点（200 点）に実際に採点を行った委員数を乗じた点数の 60％に満たない場

合は優先交渉権者として選定しない。 

また、総合得点が最低基準以上であっても、委員の過半数が 120 点（各評価項目の標準点と客
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観評価項目の点数の合計点）未満と評価した場合は、優先交渉権者として選定しない。 

（４） 次点候補者について                                                      

優先交渉権者として選定された者を除き、総合得点が最も高い提案事業者を次点候補者として

選定する。ただし、次点候補者についても、（３）の規定による最低基準を上回ることを要する。 

優先交渉権者との契約締結が不調となった場合その他必要がある場合は、市は次点候補者と契

約締結に向けた協議を行うことができるものとする。 

（５） 結果通知                                                                                   

審査結果については、令和８年１０月上旬に、すべての提案事業者に文書により通知する。 

結果に関する市への問合せ及び異議申立てには応じないものとする。 

また、市のウェブサイトにおいて、優先交渉権者の名称並びに審査結果の順位及び総合得点を公

表する。なお、優先交渉権者以外の各提案事業者名は公表しないものとする。 

 

６ 失格事項 

  提案事業者が以下のいずれかの事項に該当する場合は、失格とする。 

（１）提案事業者が上記３のプロポーザル参加資格を満たさないことが判明した場合 

（２）見積書の金額が、上記２（４）委託契約金額の上限額を上回る場合 

（３）期限までに必要な書類が提出されない場合 

（４）提出書類に重大な不備があり、事務局が指定した期間内に補正されない場合 

（５）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（６）プレゼンテーションの開始時刻から１０分以内に準備が完了しない場合 

（７）プレゼンテーションの開始時刻までに実施会場への到着がなく、かつ、市への連絡がない場合 

（８）プレゼンテーションに欠席した場合 

（９）本プロポーザルの実施に関し、著しく信義に反する行為があった場合 

（１０）契約締結又は契約を適正に履行することが困難であると合理的に認められる場合 

（１１）企画提案書等が法令違反その他著しく不適当な内容である場合 

（１２）審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

（１３）本業務の実施に当たり、適用される法令を遵守していないことが判明した場合 

（１４）同一事業者が、本プロポーザルにおいて複数の提案を行った場合 

 

７ 契約手続き等 

（１） 契約締結に向けた協議                                                                            

優先交渉権者の決定後、市は当該優先交渉権者と契約締結に向けて協議を行う。協議にあたっ 

ては、企画提案書の内容を基本とし、業務の目的の範囲内で、仕様書、履行方法その他契約条件に

ついて調整を行うものとする。 

なお、本プロポーザルの中止、予算その他の事情により契約締結に至らない場合がある。 
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（２） 企画提案内容の取扱い                                                                     

優先交渉権者が提出した企画提案内容は、原則、契約内容及び仕様内容に反映するものとする。 

ただし、市が必要と判断する場合は、合理的な範囲内で内容の修正を求めることができる。 

（３） 見積書の徴取及び契約金額の決定                                                             

契約締結にあたっては、優先交渉権者から改めて見積書を徴取する。契約金額は、本プロポーザ 

ルにおいて示した見積金額の範囲内で市と優先交渉権者による協議のうえ決定するものとする。 

（４） 契約不成立時の取り扱い                                                                       

契約締結の協議が整わない場合は、当該優先交渉権者との契約は締結しないものとし、次点候補 

者と同様の手続きを行う。 

（５） 契約保証金                                                                                

契約にあたっては、東大阪市財務規則第 115 条に基づき、契約金額の 100 分の３に相当する額

以上の契約保証金の納付を求める。ただし、同規則第 117 条第１号のとおり受託者が履行保証保険

契約を締結した場合は免除とする。なお、履行保証に係る費用については見積額に含めないものと

する。 

（６） 契約書の作成                                                                              

契約締結にあたっては、速やかに契約書を作成するものとする。 

（７） その他留意事項                                                           

契約内容に関する詳細事項については、契約書及び仕様書に定めるものとし、本実施要領に定め

のない事項については、市と受託者の協議のうえ決定する。 

 

８ その他留意事項 

（１）本プロポーザルへの参加に要する経費は、すべて参加者の負担とする。 

（２）提出された書類は、返却しない。 

（３）提出された書類は、本プロポーザルの選定以外の目的には無断で使用しない。ただし、情報公

開請求があった場合は、この限りではない。 

（４）提出された書類は、東大阪市情報公開条例に基づき、情報公開の対象文書（個人情報等は非 

公開）となる。   

（５）市は、やむを得ない事情があると認める場合には、本プロポーザルの中止、又は内容、日程等を

変更することができるものとする。この場合において、参加者に損害が生じても、市はその責を

負わない。 

（６）提出期限後における書類の差替え、修正及び再提出は認めないものとする。ただし、市が必要と

認める場合は、この限りではない。 

（７）提案内容に虚偽、不正又は重大な不備が判明した場合は、優先交渉権者として選定されていた

としても、その決定を取り消すことがある。 
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（８）提案、その他手続きに使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限るものとする。 

（９）共同事業体による提案は１事業者による提案とみなす。また、共同事業体の構成団体は本業務

について連帯して責任を負うものとする。 

（１０）本事業の全部又は主たる部分を第三者に再委託することは、原則として認めない。ただし、 

あらかじめ市の承認を得た場合はこの限りではない。 

 

９ 添付資料・様式 

（１） 資料                                                                               

  

番号 資料名 

1 【資料１】東大阪市中学生の塾代助成事業業務委託仕様書 

2 【資料２】評価項目配点表 

3 【資料３】企画提案書作成要領 

 

（２） 様式                                                          

 

様式番号 書類名称 

様式第１号 参加表明書 

様式第２号 事業者概要書 

様式第３号 共同事業体届出書兼委任状 

様式第４号 共同事業体協定書 

様式第５号 企画提案書（鑑） 

様式第６号 人員配置計画表 

様式第７号 地方公共団体等における類似の業務実績申出書 

様式第８号 見積書 

様式第９号 質問書 

様式第１０号 辞退届 

 

 


